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平成２３年６月２８日 

各   位 

株式会社 岩 手 銀 行 

震災復興計画の策定について 

 岩手銀行（頭取 高橋真裕）では、東日本大震災の発生を踏まえ、平成２３年４月から平成２５

年３月までの２年間を計画期間とする震災復興計画（以下、新経営計画）を策定いたしましたので、

その概要について別紙のとおりお知らせします。 

記 

１． 新経営計画の基本的考え方 

（１）新経営計画のテーマ     

    「地域社会の発展に貢献する」との経営理念のもと、スピードをもって被災地域の金融イ

ンフラ復旧や金融仲介機能のさらなる向上への取組みを推進し、地域社会・経済の復興・発

展に貢献するとともに、一層健全な財務体質、効率的な収益構造の構築をめざす。 

そして活力に満ち、豊かさに溢れる岩手を取戻す。 

（２）新経営計画の期間 

   震災による負の影響を早期に一掃するため、計画期間は２ヵ年とします。 

（３）現中期経営計画「Ｖ－ＰＬＡＮ～新たなる挑戦～」の取扱いについて 

現中期経営計画「Ｖ－ＰＬＡＮ～新たなる挑戦～」は、21 年度から 23 年度までの 3 カ年の

計画としていましたが、大震災により経営環境（外部環境・内部環境）等の前提条件が大きく

変化したことから 22 年度で終了することとします。 

 

２．新経営計画の概要 

（１）名称  

「いわぎん震災復興プラン ～地域社会の再生をめざして～ 」 

（２）計画期間  

平成２３年４月～平成２５年３月（２カ年） 

（３）基本方針 

テーマの実現に向け、次の３項目の基本方針を掲げ、スピードをもって推進します。 

基本方針１  被災地域における金融機能の早期復旧 

 

 

 

 

 

営業を休止している店舗の一日も早い通常営業復帰が、お客さまに元気を与え、地域社

会の復興へ繋がるとの考えのもと、被災店舗の機能を早期に復旧させるよう努めていきま

す。また、復興資金への的確な対応を図り、円滑な資金供給に努めていくことで、金融仲

介機能の安定・強化を図っていきます。 
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基本方針２  地域社会、経済の復旧・復興支援 

 

 

 

 

 

 

基本方針３  業績の早期回復（収益構造改革） 

 

 

 

 

 

 

 

（４）キーワード 

「いかなる環境の変化に対しても適応力をもつ、しなやかで筋肉質な銀行の実現」 

  新経営計画は、より厳しい経営環境下で推進していくこととなります。このキーワードは

現中期経営計画のテーマですが、これまで培ってきた「環境変化に対する強い耐性」の真価

が問われることから、新経営計画においてもこの考え方を踏襲することとします。 

（５）計数目標 

① 主要計数目標 

主要計数目標については、23 年度、24 年度の 2 年間で震災による負の影響を一掃し、25

年度には当行の巡航速度に戻すという観点から、次の項目を主要計数目標として設定します。 

ただし、計画策定時点では、国・県の復興ビジョンが未確定であることに加え、二重ロー

ン問題、間接被害など不透明な外部要因が多いことから、これらの変化に合わせて柔軟に計

画の見直しを行っていくこととします。 

【主要計数目標】 

指 標 計 数 
21 年度

実績 
22 年度

実績 
23 年度 

目標 
24 年度 

目標 

25 年度 
（主要計数
の目線） 

コア業務純益 118 億円 118 億円 110 億円以上 115 億円以上 118 億円 

当期純利益 52 億円 11 億円 30 億円以上 40 億円以上 50 億円 

OHR（コア業務粗利益経費率） 69.2 ％ 68.8 ％ 70.5 ％未満 70.0 ％未満 60 ％台 

ROE（資本当期純利益率） 4.0 ％ 0.8 ％ 2.2 ％以上 3.0 ％以上 3.0 ％台 

自己資本比率（Ｔier１比率） 11.9 ％ 11.7 ％ 11.3 ％以上 12.0 ％以上 12.0 ％台 

与信コスト率 0.24 ％ 0.54 ％ 0.30 ％以下 0.25 ％以下 0.20 ％台 

経営理念の一つである、「地域社会の発展に貢献する」のもと、これまでも本業を通

じて様々な地域貢献策を実施してきましたが、この困難な状況のなか、地域金融機関と

して果たすべき役割はより大きなものとなってきています。そうしたことから、リレー

ションシップバンキング機能を最大限に発揮し地域の復興に注力しますとともに、地域

と一体となった復旧・復興への支援を行っていきます。 

震災は当行業績にも大きな被害を及ぼしており、今後も被災店舗の営業休止による収

益減、間接被害により増加が予想される与信費用など厳しい収益環境が続くことが予想

されるものの、地域の復興をリードしていくためにも、当行がいち早く立ち直り、健全

な財務体質のもと業績の向上に取り組んでいく必要があります。そのため、この２年間

で収益構造改革に取り組み、震災の財務面への影響を一掃することで、しなやかで筋肉

質な体質をより強固なものとします。 
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② 管理指標 

主要計数目標を達成するために必要な指標として、次の６項目を管理指標目標として設定

します。 

【管理指標目標】 

指 標 計 数 21 年度実績 22 年度実績 23 年度目標 24 年度目標 

コア業務粗利益 385 億円 381 億円 375 億円 380 億円

預金等平残 22,504 億円 23,070 億円 （※） 24,400 億円 23,300 億円

貸出金平残 13,742 億円 13,821 億円 14,100 億円 14,300 億円

中小企業向け貸出金残高 4,534 億円 4,596 億円 4,650 億円 4,700 億円

個人ローン残高 3,265 億円 3,273 億円 3,265 億円 3,275 億円

不良債権比率 3.18 ％ 4.20 ％ 4 ％台 3 ％台

※ 公金を中心とした震災関連資金の高止まりを考慮したものです。 

（６）主要推進施策 

基本方針毎に課題を設定し、それぞれの課題に対応するための主要推進施策を以下のとおり

掲げます。 

○ 基本方針１ 「被災地域における金融機能の早期復旧」 

課題 主要推進施策 

１．復旧事務への 

対応 

 被災地区営業店の事務処理、相談体制の整備 

被災地区営業店においては、被災されたお客さまからの各種事務

手続きやご相談業務に適切にお応えできるよう、配置人員の見直し

を含めた体制整備を図ります。 

 被災地区営業店が復旧業務に専念できる行内体制の構築 

被災地域における金融機能確保の観点から、被災地区営業店が

復旧業務に専念できるよう、本部・僚店による被災営業店業務の

一部代行を実施するとともに、本部専門部署による各種業務支援策

を実施します。 

２．復興資金への 

対応 

 復興需要への安定的かつ円滑な資金の供給 

地域金融機関の本来的使命である地域への安定的かつ円滑な

資金供給はもとより、当行がこれまで蓄積してきた健全な財務基盤

を活かし、復興需要へ応えるための新たな復興ファンドの開発や

日銀新貸出制度を活用した資金等の供給に努めます。 

 「復興再生支援チーム」による被災企業に対する総合的支援の実施

平成 23 年 5 月に発足した復興支援活動の専門部隊となる復興

再生支援チームを軸に、本部関係各部および営業店の連携を図り

ながら、復興を目指すお取引先のニーズにあわせたビジネスマッチ

ング等の総合的な支援を実施します。 

 わかりやすく使いやすい金融支援ツールの作成 

当行プロパーの資金のみではなく、行政、政府系金融機関等の

公的な金融支援策を含めて、お客さまに分かりやすくお伝えする

ため、金融支援説明用ツールとしてのパンフレットを調製します。
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課題 主要推進施策 

３．公共性の高い復

興資金への対応 

 県・市町村への円滑な復興つなぎ資金の供給 

地公体の復興つなぎ資金に対しては、指定金融機関の責務として

積極的に応需します。震災復興のためのインフラ整備資金について

はＰＦＩ、ＰＰＰでの取組みも検討します。 

 被災地区の病院、介護施設への積極的な復興支援 

沿岸被災地区の地域医療復興の観点から、医療コンサルティング

チームによるクリニック・病院・介護施設の復興支援に取り組みます。

４．店舗網再構築 

 休止店舗の早期店舗再開 

現在臨時出張所等で営業している休止店舗の店舗再開に向けた

基本方針を、被災地区の都市計画や経済復興状況を見極めながら、

できるだけ早い時期に決定します。当面の店舗形態については、

臨時出張所・仮店舗・支店内支店など、被災地域の実情に応じ、

さまざまな選択肢を検討します。 

 被災地のＡＴＭネットワークの早期復旧 

被災地のＡＴＭ空白地帯に対しては、お客さまの利便性確保への

緊急的対応として、優先的にＡＴＭを配置します。 

○ 基本方針２「地域社会、経済の復旧・復興支援」 

課題 主要推進施策 

１．産業復興支援 

 情報営業によるビジネスマッチング支援 

当行がこれまで培ってきたビジネスマッチング機能を最大限に

活用して、復興に向けて不足している商材・資材等の供給斡旋支援

を実施します。 

 地域復興ファンド創設に向けた取組みへの参画 

岩手県、政府系金融機関等と連携しながら、地域復興ファンド

創設に向けた取組みに参画します。ファンドには相応の出資を実施

し、ファンドを通した劣後ローン、エクイティなどへの取組みを

検討します。 

２．間接被害への

対応（内陸部） 

 情報営業・ソリューション営業の展開による取引先支援の一層の強化

9 割の通常営業店については、当行の地域密着型金融推進の柱で

ある情報営業・ソリューション営業への取組みを一層強化し、お取引

先の状況に応じた各種支援・解決策を迅速かつ的確に実践します。 

 県境を跨いだ販路拡大への積極支援 
北東北三行共同ビジネスネット（Netbix）（注１）や岩手県との

連携による物産展・商談会の開催、全国地方銀行協会の加盟行への

県産品の購入協力依頼等を実施することにより、お取引先の全国へ

向けた販路拡大への積極支援を行います。 

また、平泉の世界遺産登録、ＪＲデスティネーションキャンペー

ンに関連する各種支援事業への協力等を通じて、県内への誘客促進

に貢献します。 
（※１）Network For Business Information Exchange（ビジネス情報交換ネットワーク）の

略称：県境を越えた広域のビジネスマッチング促進等を目的に、平成 15 年 4 月に、

当行・青森銀行・秋田銀行の三行で発足させた法人向け情報ネットワークです。 
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課題 主要推進施策 

３．進出企業の撤

退、規模縮小懸念

への対応 
 

 自動車産業に関わる県内地場企業に対する支援の強化 
自動車産業におけるサプライチェーンの断絶は進出企業等が地元

調達比率を高めるチャンスと捉え、自動車関連進出企業との連携を

一層強化するなかで、Ｔ ｅ Ｓ Ｎ ｅ ｔ 倶楽部（注２）会員をはじめとした

県内地場企業に対する技術力向上、マッチング支援に取り組みます。
（注２）Technical Solution  Network の略称：平成 15 年 8 月、自動車関連誘致企業に部品

等を納入できる地場企業を育成し、岩手に「車」のものづくり文化を創造することを

目指して設立した組織です。 

 半導体・デバイス産業を中心としたものづくり企業への支援プロジ

ェクトの実施 
自動車産業とならび県の主要産業に位置づけられる「半導体・

デバイス産業」を中心としたものづくり企業を支援・育成する

スキームを構築し、県内の産業振興への貢献を図ります。 

 ものづくり産業集積に向けた行政・外部機関との連携強化 
岩手県が実現を目指す自動車・半導体等を軸としたものづくり

産業の集積形成に寄与する取組みを、行政や外部機関と連携を図り

ながら進めます。 

４．社会貢献 

 県、被災市町村への行員派遣 

岩手県、沿岸各市町村など被災自治体が策定する復興計画等の

支援要員として被災自治体への行員派遣を実施します。 
 被災地域における雇用確保への貢献 

被災地域における雇用確保への貢献の観点から、高校卒まで枠を

広げた採用を実施します。 
 震災遺児への就学支援 

震災遺児に対する奨学金等の就学支援策について、行政や関係

外部機関と連携を図りながら検討します。 

○ 基本方針３ 「業績の早期回復（収益構造改革）」 

課題 主要推進施策 

１．収益力向上 

 営業活動量の増加による営業推進の強化 

収益基盤の復興へ向け役職員全員が心をひとつにして活動を展

開するため、「One for all，All for one」の精神（スピリット）

のもと、9 割の通常営業店で被災休止営業店をカバーする「スピリ

ット 1.1 運動」（100/90＝1.1：営業は 1.1 倍訪問件数を増やし、

内部事務は 1.1 倍効率化し経費削減等）を実施します。 

 返済支援強化による与信コストの削減 
返済猶予先を中心とした条件変更を早急に進めるとともに、間接

被害の影響で増加が予想される与信コスト削減に向けた対応を強

化し巡航速度への回復を目指します。 

 経費削減プロジェクトステージⅡへの移行 

平成 21 年 10 月より展開している経費削減プロジェクトは、活動

レベルを一段引き上げたステージⅡへ移行させ、更に踏み込んだ

削減活動に挑戦します。 

 有価証券運用の拡充 
有価証券運用枠を拡大し、安定的な期間収益の確保に努めます。

運用にあたっては、安全性と流動性を重視したポートフォリオ運営

を図るとともに、機動的売買による投資効率改善とリスクリターン

を追求した「攻め」の分散投資を実施します。 
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課題 主要推進施策 

２．財務体質強化 

 不良債権比率の適正化 

地域状況を勘案しながら、経営改善支援、ローンレビュー強化等

の貸出資産劣化防止策への取組みを進めるなかで不良債権比率の

適正化を目指します。 

 自己資本比率（ＴｉｅｒⅠ）水準の維持 

地域への安定的かつ円滑な資金供給を継続していくため、現行

水準程度の自己資本比率（ＴｉｅｒⅠ）を維持します。 

 二重債務問題に関する政府への財政支援策の要請 

二重債務問題は地域の復興を妨げる大きな要因となりうること

から、岩手県や業界団体などと連携を図りながら、政府に対する

財政面での支援策を要請します。 

３．関連会社との

連携強化 

 

 連携強化による金融グループとしての業績早期回復 

当行グループ全体としての業績の早期回復に向けて、グループの

総力を結集して収益構造の再構築に取り組みます。 

以  上 
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「地域社会の発展に貢献する」との経営理念のもと、スピードをもって

被災地域の金融インフラ復旧や金融仲介機能のさらなる向上への取組み

を推進し、地域社会・経済の復興・発展に貢献するとともに、一層健全な

財務体質、効率的な収益構造の構築をめざす。 

そして活力に満ち、豊かさに溢れる岩手を取戻す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「「いいわわぎぎんん震震災災復復興興ププラランン  ～～地地域域社社会会のの再再生生ををめめざざししてて～～」」  
（（平平成成2233年年44月月～～平平成成2255年年33月月）） 
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スピードをもって対応 

被災地域における金融機能の早期復旧 

環境認識 

地域社会、経済の復旧・復興支援 業績の早期回復（収益構造改革） 

店
舗
網
再
構
築 

公
共
性
の
高
い
復
興
資
金
へ
の

対
応 

復
興
資
金
へ
の
対
応 

復
旧
事
務
へ
の
対
応 

社
会
貢
献 

進
出
企
業
の
撤
退
、
規
模
縮
小

懸
念
へ
の
対
応 

間
接
被
害
へ
の
対
応
（
内
陸
部
） 

産
業
復
興
支
援 

関
連
会
社
と
の
連
携
強
化 

財
務
体
質
強
化 

収
益
力
向
上 

当行の置かれている状況 

・被災により８カ店が営業休止 

・復旧事務の増加 

・与信費用・不良債権の増加 

・健全な財務体質の活用 

経営環境 

・被災地域の経済基盤低下 

・間接被害の拡大 

・深刻な二重ローン問題 

・進出企業の撤退・規模縮小に対する懸念 

・復興需要の発生 

経営理念 

地域社会の発展に貢献する 

健全経営に徹する 

基 本 方 針 

計数目標 

■ コア業務純益 １１５億円以上    ■ 当期純利益   ４０億円以上    ■ ＯＨＲ    ７０．０％未満 

■ ＲＯＥ     ３．０％以上    ■ 自己資本比率 １２．０％以上    ■ 与信コスト率 ０．２５％以下 

（TierⅠ比率） 

震災復興計画の概要 


